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１．はじめに 

我が国の国土は，地震，津波，暴風，竜巻，豪雨，

地滑り，洪水，崖崩れ，土石 流，高潮，火山噴火，

豪雪など極めて多様な自然災害が発生しやすい環

境下に位置する．国土強靭化年次計画 2022 では，

国家レジリエンス(防災・減災)を強化することによ

り， 現在，そして次世代の人々が安心して生きて

いける社会の実現を目指している．

災害発生において，人が立ち入ることのできな

い危険域での復旧作業に建設機械を遠隔で操作す

る無人化施工（写真-1）が活用されている．1991 年

に雲仙岳で発生した火砕流に伴う復旧活動（1994
年）より活用がはじまった．無人化施工の活用は，

二次災害防止対策及び緊急を伴う現場内での除石

や排土作業といった復旧活動を安全・迅速に進め

るうえで，極めて重要な手段となる．また，無人化

施工は，火山活動のように予測困難な現場での復

旧活動等は，これまでにオペレータや作業者を携

わらせるリスクの高い現場で活用され，200 件を超

える実績がある 1)（自治体等での活用を含めると更

に相当な実績がある）．

本研究では，災害発生後に迅速・安全な復旧活動

を進めることを目的として，無人化施工の活用の

適否を判断するために必要となる情報について，

これまでに無人化施工による復旧活動に携わった

施工関係者へのヒアリングによる調査を行い，過

去の無人化施工適用事例を体系的に整理した．ま

た，無人化施工を現場に適用する際の管理者，調査

者及び施工企業等の役割について，調査結果に基

づき検討した．

本稿は，次世代無人化施工技術研究組合(2014-
2023 年活動)での研究 “無人化施工の遂行に必要

となる情報調査”1)の成果を再整理したものである．

なお，次世代無人化施工技術研究組合では，同時に

“無人化施工に対応可能な操作オペレータの確保

及び選定に関する検討” も行った，これに関する

考察は，別稿 2)にて報告している． 

写真-1 無人化施工活用事例（雲仙復興工事現場）

２．無人化施工活用の課題と研究の目的 

無人化施工技術は，災害復旧活動における迅速

な対応と二次災害防止の観点からの安全性確保に

有効な技術として，土堰堤工事や除石工事におい

て，掘削・積込み・運搬等の作業を中心に導入・活

用されている．

しかし，無人化施工は，災害現場における危険度

に応じ適用されているものの，災害発生直後に，だ

れが・いつ・なにを・どのような，情報に基づいて

無人化施工を適用するかという判断の基準が整備

されておらず，事実上無人化施工の実施は，過去の

災害対応経験者の判断に委ねられている．そのた

め，災害の発生箇所及びその周辺状況によっては，

リスク管理及び冷静な状況判断が不十分となるケ

ースが想定される．また，現場状況に応じた冷静な

判断を円滑に進めるため，復旧活動にあたる関係

者の役割を明確にする必要もある．

そこで，本研究では，災害発生後の迅速・安全な
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復旧活動のための無人化施工の円滑な活用推進を

目的とし，復旧活動への無人化施工適用の可否判

断基準となる必要情報，無人化施工による復旧活

動を進めるうえで判断者となる管理者や調査担当

者・施工企業等が果たすべき役割について調査・整

理した． 
 
３．無人化施工適用の可否判断に係る情報の調査 

本研究では，無人化施工の実績のある企業への

調査及び災害種別毎の緊急調査項目，無人化施工

が適用された事例に基づき，無人化施工適用の可

否の判断に必要となる情報について調査・体系化

した． 
3.1 無人化施工適用の判断情報に関する調査 

本研究では，建設無人化施工協会に所属する企

業に無人化施工適用の判断に関する調査を行った．

ここでは，二次災害の危険に伴う災害復旧場面に

おいて，無人化施工の適用を判断するための判断

基準及び課題ついて調査を行った（調査期間：

2022/9/27～2022/10/19）．結果として，7 社より回答

が得られた．また，詳細な実態の把握および課題の

深掘りを目的とした詳細調査を個別ヒアリングに

より実施した．個別の調査は， 2022/11/15～
2022/11/24 に実施した．表-1 に調査結果を示す．

（役割の課題に関する調査結果は，4 章にて後述す

る．） 
3.2 災害発生後の緊急調査による取得情報 

平成23年に国道交通省が土砂災害防止法を改正

した後，大規模な二次災害の発生により人家等の

保全対象に被害が及ぶおそれがある場合には，緊

急調査を実施することが義務づけられている．図-
1 に土砂災害防止法に基づく緊急調査の流れを示

す．緊急調査は，河道閉塞に起因する土石流および

湛水と火山噴火に起因する土石流が想定される場

合には，国土交通省が実施する（最近では，TEC-
FORCE が発生直後から活動する）．一方，地滑り

による被害が生じるおそれのある場合には，都道

府県が実施する流れが示されている． 
緊急調査によって取得される情報の抽出につい

ては，災害種別として(1)土砂災害，(2)火山災害，

(3)地震災害を対象に，国土交通省管内での無人化

施工の適用事例に基づき整理を行った． 
なお，本研究対象となる無人化施工の適否判断

のため，必要情報の整理については，管理者（国土

交通省や都道府県のほか，気象庁やTEC-FORCE等
の専門部隊を含む）主体で実施する緊急調査の結

果に基づき，これまでの無人化施工の適用事例に

基づき，適否判断に必要となる情報を抽出してき

た． 

 

表-1 無人化施工適用の可否を判断するための情報 

（調査結果） 

1 
無人化施工適用の可否判断にあたっては，災害種別に問

わず災害現場の状況から危険／安全区域の境界の適正な

設定が必要となる． 

2 
危険エリアの設定に関しては，人が立ち入ることが出来

るのかといった状況判断が重要となる．二次災害のリス

クが想定される場合，無人化施工の適用が必要となる． 

3 
災害規模や復旧における時間軸によって，無人化施工の

適否の異なるケースが想定される（規模・時間の経過に

よって現場内の二次災害リスクが低減するため）． 

4 

復旧工事の条件や内容等により判断する必要がある．そ

の場合，情報不足は危険区域を明確にできないことから，

地形データや土質・地質，流域の影響等の情報が必要と

なる． 

5 
無人／有人の判断には経験者等の感性が重要，例えば，

土塊が滑ったらどのようになるのかといった現場内の詳

細な状況の把握が必要となる． 

6 

元の状態がどのように変化したのか，地形による地山の

性質，滑り面がどこにあるのかといった情報が必要とな

る．災害現場の崩壊地はクラックだらけで，どこが安定

しているのか不安である． 

7 
調査により地形データは比較的容易に取得できるが，さ

らに，地山内部の土質・地質データ，建設機械のトラフ

ィカビリティといった詳細情報も必要となる． 

8 

被災直後は，得られる情報は，全景写真等に限られるケ

ースが多く，復旧対応における無人化施工適用の可否判

断は難しい． 
同じ被災地であっても状況は箇所によって異なるため詳

細な情報が必要となる． 

 

 
図-1 災害発生後の緊急調査の流れ 

 
(1) 土砂災害時に取得する情報 
土砂災害として，自然斜面や渓流において，降雨

誘因による土石流・がけ崩れ・地すべり・落石・地

盤崩壊・深層崩壊・表層崩壊による災害形態が想定

される．また，既設の土工構造物に関しては，切土

のり面の崩壊・盛土のり面の崩壊・盛土流出といっ

た災害形態が想定される． 
 主に降雨の作用による土砂災害では，被害は広

範囲に及んでいる可能性がある．そのため，崩壊箇

所の位置や大きさ（規模），その数と分布傾向（疎・
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密），崩土や浸水の影響範囲，まだ崩壊していない

周辺の環境，地形，渓流（崩壊箇所の上流・下流）

に関する事前情報が必要となる． 
また，土砂災害の場合，河道閉塞による湛水（天

然ダムの形成）は，時系列的にみて，次の降雨の作

用で崩壊・決壊することで大規模な土石流が発生

するおそれがある．緊急調査では，被災箇所の位置

と規模，下流側の保全対象の位置関係を知ること

が重要視される．このとき，土石流による被害が想

定される区域は，無人化施工の適用の可否を判断

する「危険区域」に該当する． 
 つまり，緊急調査の要件を満たす「土石流の被害

が想定される区域」は，保全対象を守る緊急砂防事

業として，後に無人化施工の適用を検討する対象

の「作業エリア」になる可能性が高い． 
 無人化施工の適用を判断するにあたっては，実

施する工事の目的，目指す復旧レベルを明確にす

る必要がある．抑制工と抑止工の選定は，緊急調査

により把握される既に起こった崩壊地等の空間分

布と，これから大規模な土石流が起こりうる天然

ダムの有無に加え，下流域における保全対象（道

路・鉄道等の交通インフラや避難所等の公共施設

を含む）の分布状況や降雨の予報によって判断さ

れる．近々，再び大雨が降る予報がある場合，抑制

工を施工するだけのリードタイムを確保できない

可能性がある．無人化施工の適用にあたっては，建

設機械や資機材の調達や現地搬入ルート等の制約

条件，モータープールを含む安全な施工ヤード（遠

隔操作室を構築するスペース等）の有無など，多面

的な情報を収集して総合的なリスクアセスメント

がその適用の決定に必要となる． 
過去の緊急砂防事業における無人化施工では，

抑制工と抑止工の両方に適用実績がある．抑制工

と抑止工では，目的や砂防設備に求められる機能

が異なるため，当然，無人化施工の計画や現場マネ

ジメントでも復旧レベルや工法・工程・管理体制等

の内容に違いが生じる． 
無人化施工適用の判断としては，降雨実績によ

り設定する基準値（時間雨量や積算雨量等）と予想

降雨量だけに頼らず，実際の現場の監視カメラ映

像の異変やセンサーの挙動を速やかに検知する体

系を予め構築することが肝要となる． 
(2) 火山災害時に取得する情報 
火山災害では，自然斜面への噴火・降雨誘因によ

る，降灰・噴石・溶岩流・火砕流・融雪型火山泥流・

降雨誘因による土石流・溶岩ドームの崩壊・岩屑な

だれといった災害形態が想定される． 
火山災害については，あらかじめ予測及び災害

対応への準備がある程度可能である．全国111の活

火山（令和4年3月時点の数）に対しては，気象庁が

噴火災害軽減のための観測・監視・評価を実施し，

噴火警報・予報を発表している．さらに，活火山の

うち，火山噴火予知連絡会3)が設定した『火山防災

のために監視・観測体制の充実等が必要な火山』に

該当する50の火山については，噴火の前兆を捉え

て噴火警報等を適確に発表する手段として，地震

計や傾斜計，空振計，GNSS観測装置をあらかじめ

計画的に整備され，大学や火山に関する専門の研

究センター，自治体等の関係機関が個別に観測し

たデータの提供も受けながら，火山活動を24時間

体制で常時観測・監視している状況である．これら

の『常時観測火山』の中には，過去に無人化施工を

適用した実績のある雲仙普賢岳（1990年噴火）や有

珠山（2000年），御嶽山（2014年）などの活火山も

含まれている．このように，火山災害は，将来，噴

火災害が起こりうる火山・地域がある程度特定さ

れており，個別の火山減災計画が策定されている

特徴がある．また，国土交通省砂防部では，火山噴

火に伴い発生する土砂災害に対し，緊急対策を迅

速かつ効果的に実施して被害をできる限り軽減

（減災）するために，「火山噴火緊急減災対策砂防

計画策定ガイドライン4)」を作成している．火山噴

火緊急減災対策砂防計画とは，火山噴火時に発生

が想定される溶岩流，火山泥流，土石流等の土砂災

害による被害を軽減するため，地方整備局および

都道府県の砂防部局が策定する，ハード・ソフト対

策からなる緊急対応（無人化施工の適用を含む）を

定めた計画となっている． 
ただし，火山災害は，火山活動の周期性や有史の

噴火歴等から想定される噴火様式・シナリオが火

山ごとに異なる（対象の火山がこれまでに経験し

た有史の記録や地形・地質等の形跡から推定され

る）．また，高い噴煙を上げる広域の降灰や融雪型

火山泥流のような大規模な被害が，降雨とは無関

係に突発的に発生するリスクがある．その反面，詳

細な数値地形データの取得やカメラ，ワイヤセン

サ，計測機等による広域かつ多角的な監視体制や

光ファイバーケーブルを用いた高速情報通信網の

整備が進んでいるという側面がある． 
そのため，火山災害における無人化施工適用の

可否対応については，個々の火山について，地形・

地質性状や噴火史，想定される噴火シナリオなど

に基づき，有識者等で構成される検討会を経て策

定された「火山噴火緊急減災対策砂防計画」4)を踏

襲することが，管理者と調査・施工企業等との連携

の観点からも適切と考えられる． 
(3) 地震災害時に取得される情報 

地震災害では，地震誘因による自然斜面におけ

る災害形態として，地すべり・がけ崩れ・落石・斜

面崩壊の発生が想定される．宅地造成地区では，盛

土造成地の滑動崩落が想定される． 
 無人化施工が適用された事例には，2016年に発
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生した熊本地震で被災した阿蘇大橋地区斜面防災

対策事業がある．阿蘇大橋地区での無人化施工の

計画にあたっては，緊急調査に基づき斜面下方を

通過する道路・鉄道の交通インフラの早期復旧に

向け，滑落斜面の先端に位置する危険区域の存在，

斜面上部からの落石や崩土を捕捉する土留盛土を

迅速・安全に築堤することが検討された． 
 坂西・北原の報告5)によると，阿蘇大橋地区で発

生した大規模な斜面崩壊は，長さ約700m，幅約

200mの範囲に及び，崩土量は約50万m3と推測され

た．崩壊した斜面上部には開口亀裂や段差地形が

あり，明瞭な滑落崖も形成されていた．当時は，降

雨や余震の作用によって崩壊部の不安定な土塊の

流出や崩壊縁の拡大などの二次災害リスクが懸念

された．そのため，滑落斜面とその周辺地山の挙動

を監視・計測しながらの無人化施工が適用された． 
 事例では，緊急調査に基づく情報から極めて二

次災害の発生が高いことが推測され，無人化施工

の適用判断に至ったものと考えられる．また，無人

化施工の継続的な活用に際して，観測機器で記録・

蓄積される時系列データは，危険区域内における

二次災害のアセスメント，施工計画，現場マネジメ

ントを行う上で必要となる要素となる． 
初期の緊急調査において，複数の地点，異なる計

器等による時系列データの挙動を無人化施工の適

用判断以前より計測・分析しておく必要がある． 
3.3 無人化施工適用の可否判断 

3.2(1)～(3)では，災害発生時における復旧に必要

な情報と無人化施工適用の可否判断に必要となる

情報について整理した．表-2に無人化施工適用の

ための判断に資する情報を示す．判断情報の多く

は，災害種別に関係なく共通した情報となってい

る． 
ただし，火山・地震災害時において必要となる情

報については，緊急調査や事前に取得できる情報

だけなく，気象庁のような外部機関から発信され

る最新情報が必要となる． 
災害種別毎の災害発生後の緊急調査によって得

られる情報から無人化施工適用の可否判断を行う

ことにより，復旧活動を迅速・安全に進めることが

可能となる． 
 

４．無人化施工運用における関係者の役割 
4.1 災害リスクアセスメントの立場 

災害発生直後の初動対応において，無人化施工

適用の可否判断をするには，二次災害リスクを踏

まえたアセスメント（予測・評価）が必要となる．

この役割を担う関係者には，現地踏査・緊急調査等

により現地状況を把握する土木関係建設コンサル

タント企業や施工企業等が想定される．これらの

各者の具体的な役割としては，現地調査や収集し

た情報を踏まえて無人化施工を適用する地域・流

域や対策工法の選定，そのための仮設道路や監視

カメラ，観測機器の配置箇所等を検討した上で，施

工管理者（発注者）に二次災害リスクに関する情報

を的確に伝達することである． 
収集可能な降雨・地震の作用や地下水位の変位

等の時系列的に変動する情報から，二次災害リス

クの本質を捉え，安全区域と危険区域の境界を設

定することが無人化施工適用の可否を判断するう

えで重要である． 
4.2 現場マネジメントの立場 

施工管理者や現場代理人（現場マネジメントの

立場）には，作業エリア内で無人化施工を安全に遂

行しつつ，計画に対する進捗を把握すると同時に，

現場で発生した問題等に臨機応変に対処する役割

が求められる． 
そこで，無人化施工協会に所属する企業に対し，

これまでの経験から現場マネジメントを復旧活動

に携わる管理者（発注者を含む），調査・施工企業，

関係機関等の役割に関する課題について調査を行

い，課題を抽出した． 
結果のまとめとして，表-3 に示すように，現場

状況の情報等について，関係者間で共有すること

や，復旧活動を進めるうえで，施工管理者（発注

者）・調査者・施工者それぞれの知見等から立場に

関係なく協議・対応の方向性を進めることが今後

求められよう． 
 

５．まとめ 
5.1 無人施工適用の判断に関する調査結果 

ヒアリング等の調査の結果，災害発生直後の初

動対応の場面における無人化施工適用の可否は，

① 二次災害リスクがあるか，➁ 人が立ち入れな

いかどうかである．この内容は，松岡ら 6)が検討し

た判断フローの第一項目となる危険現象の想定を

より具体化した項目といえる． 
 なお，火山災害では，気象庁が発表する噴火警戒

レベルに紐づく立ち入り規制により，明確な安全・

有人エリアと危険・無人エリアの境界線が引かれ

ることとなる．同様に，降雨土砂災害と地震災害で

も無人エリアを明確に設定することで，無人化施

工の迅速・適切な適用が可能となるものと考えら

れる． 
そのため，現地の災害状況・施工環境等の作業エ

リアに関する情報を集約・共有して，リスクアセ

スメントをする「協議」の場が必要ということが，

個別ヒアリングでも共通した意見として抽出され

た． 
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表-2 無人化施工適用のための判断に資する情報 

 

 

必要な時間軸と入手するﾀｲﾐﾝｸﾞ手段災害種別必要な情報
都度，最新航空機，ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ，UAV，衛星共通全景写真（空撮）

災害前，災害後（地形改変後）航空LP，UAV，TLS，SLAM共通三次元地形データ（図3.14）

緊急調査後（土砂災害防止法）
他の調査後（火山減災砂防計画等）航空機，ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ，UAV，人工衛星，地表踏査等共通被災状況

災害前，災害後（緊急点検後）航空機，ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等共通保全対象の位置
災害前，災害後（緊急点検後）施設点検記録台帳，ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ，UAV，地表踏査共通砂防関係施設の状況
災害前，災害後（緊急点検後）
※地震や噴火時の空振による点検記録台帳（擁壁などの構造物），地表踏査共通建物・施設等の変状

災害後（被災状況とあわせて）
※土地管理者への聞き取りも

砂防関係施設点検記録，
ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ，ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等共通アクセス路の有無

災害後
（リアルタイムは都度，更新）重ねるﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ，火山噴火緊急減災砂防計画等共通

（火山）ハザードマップ（リアルタイム）

都度，最新国，都道府県等の自治体のHP共通整備済みの監視情報（CCTVカメラ等）

災害後国，都道府県等の自治体
（TEC-FORCEや研究機関も）共通緊急調査の結果

設置後からの時系列データ
（火山や地震の場合は，平常時からの観測
データも活用）

複数地点に各種観測計器を設置，カメラ映像等のﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ，研究機関等からのﾃﾞｰﾀ提供共通各種計器の観測データ（時系列の累積変化，

ピーク値等の地点情報）

施工計画時
（すべり面の推定，浮石除去の計画，崩土
発生土・残土処理など）

地質図，地質ボーリング調査，弾性波探査，電磁気探
査，地表踏査等共通地山の地質性状（面的な情報）

災害後
（工事進捗により都度，更新）

国，都道府県等の自治体
災害後に設置する検討会共通目指す復旧レベル

災害後，施工計画時
（工事進捗により都度，更新）

収集した情報から判断
※リスクアセスメントの要共通安全区域の境界

災害前からの時系列データ気象庁発表共通降雨実績・予報
災害前からの時系列データ気象庁発表地震緊急地震速報による地震（規模・頻度）
災害前からの時系列データ気象庁発表火山降灰予報
都度，最新気象庁発表火山噴火警報・予報
都度，最新気象庁発表火山噴火警戒レベル
都度，最新都道府県・気象庁発表共通土砂災害計画情報
災害前活火山ごとに随時，公開火山火山減災砂防計画
災害前，災害後火山防災協議会等の発表火山噴火シナリオ
施工計画時（実際の噴火に対するシナリオ
と整合する）事前に計画されたフローを把握する火山工法選定フロー

表-3 無人化施工適用時の役割に関する課題の取りまとめ 

1 
無人化施工実施において施工者の責任は重い．施工管理者（発注者）は，施工時における懸案や方針について密な連携が

重要となる． 

2 施工者に任せるところと施工管理者（発注者）で判断するところの境目を明確にする必要がある． 

3 
初動対応のアセスメントが重要であると考えるが，現状，施工者による管理と現場調査者（コンサル）の情報は，施工管

理者（発注者）に対して一方通行になっている． 

4 
無人化施工の適用を判断する段階では，３者会議等（管理者・調査者・施工者）において，情報や技術について対等に協

議する必要がある． 

5 
災害復旧の大前提（安全・迅速な対応）を明確にし，災害復旧アセスメントが重要となる．情報共有と役割を予め明確化

にする必要がある． 
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5.2 無人施工適用の目的に関する再整理 

無人化施工適用の可否判断にあたり，無人化施

工適用の目的については，以下のように再整理さ

れる． 
(1) 早期復旧 

災害から早く応急的に復旧して，社会経済

活動への影響を小さくする 
(2) 被害の最小化 

保全対象や道路，鉄道等の交通インフラへ

の被害の拡大を抑える 
(3) 作業者の安全確保 

作業エリア内の作業者の安全を守る，危険

箇所での安心・安定した復旧活動の推進 
 
災害対応時においては，一般に(1)の早期復旧が

強く求められる．無人化施工適用の可否判断とし

て，施工管理者（発注者）は，「早期復旧」という

ことが前提になければ，不安定な土塊が降雨・地震

等の自然の作用によって安定化するまで工事着手

を待てばよいと判断してしまう．また，二次災害を

含め被害の拡大を防ぐことや，施工者が危険区域

に建設機械等を進入させるリスクを負う必要性が

ない． 
5.3 災害時の無人化施工適用の可否判断におけ

る役割 

災害後の初動対応における無人化施工の可否判

断を行う体制について全体像を整理した． 
 災害発生の直後は，気象庁等が，土砂災害警戒情

報や緊急地震速報，噴火警報・降灰予報等の「情報」

の予測を含めて速報的に発信しつつ，大学等の研

究機関を含めて今後の降雨，余震，噴火等に関する

データ分析が進められる．これにより，まず起こり

うる災害形態が明らかにされる． 
 その後，対象となる災害現場の管理者と管理者

（発注者側）とあらかじめ災害協定を締結してい

る民間企業や TEC-FORCE 等の専門部隊が，現地

踏査・緊急調査等を実施することで，発注者側・施

工側の現地担当者等と災害状況・施工環境等に関

する「情報」が共有される（全景写真，地形データ，

保全対象の位置関係など）． 
 発注者（官側）は，通常，３者協議や有識者を含

めた技術検討会等で目指す復旧レベルや段取りの

方針を決定する．その際，その最終判断をする前の

「協議」の場において，建設無人化施工協会や公的

研究機関，ゼネコン・施工企業，オペレータ専門業

等，土木建設コンサルタントが参画し，無人化施工

適用の可否を標準フローに従って検討するのが望

ましいという知見・考え方が，個別ヒアリングでも

挙げられた． 
 この段階で無人化施工の適用が判断された場合，

遠隔操作室，ヤード，アクセス路等の確保や無人化

施工中断の判断基準など，より具体的なアクショ

ンプランを立てる段階に移行する． 
 
 
６．今後の課題 
今後，本研究結果を踏まえ，災害復旧活動への安

全・迅速な対応に向け，無人化施工を円滑に活用す

るための具体的な体制等の整備が必要である．そ

のため，関係者間との情報共有を可能とするネッ

トワーク形成や意思疎通のための定期的な訓練等

の実施が重要となる．  
また，無人化施工活用のため，その適用の可否判

断は，現場状況及び周辺への影響等を把握・予測す

ることが前提となる．そのためには，より迅速・正

確な情報の取得及び伝達するための技術が求めら

れる． 
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